


                                         

現 金（日払い）         13,863          15.7%            -0.9% 
契 約（延べ数）         13,103            9.1%           −0.4% 
高齢者清掃 ほか       4.992            7.8%            -9.0% 
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西成労働福祉センター
調べ 

  

建設業の「2024年問題」、働き方改革が急務に      日経 
 建築のビジネスや実務のルールを大きく変える法規制の施行が目前に迫っています。1つが、い
わゆる建設業の「2024年問題」。24年4月1日から、働き方改革関連法に基づく時間外労働時間の
上限規制が建設業に適用されます。もう1つが、住宅の「2025年問題」。25年4月に改正建築物省エ

ネ法・改正建築基準法が全面施行され、住宅の省エネ基準適合義務化がスタートする予定です。
建築界にとって23年は、変革への本気度が試される1年となりそうです。  
 24年4月に始まる残業時間の上限規制とは、時間外労働を原則月45時間以内かつ年360時間以
内に抑えるというものです。日本建設業連合会が22年9月に公表した調査報告書によると、会員企
業に所属する労働者のうち非管理職の半数近くが21年度に年360時間を超える時間外労働をして
いました。さらに約3割は、年720時間以内といった特例基準も超過していました。  

 規制に対応するためには、人員配置や現場作業の見直しを進めていくことは避けられないでしょ
う。省人化を図るため、BIM（ビルディング・インフォメーション・モデリング）の活用やロボットの導入
など、現場作業のDX（デジタルトランスフォーメーション）が活発になっていますが、一朝一夕にはい
きません。23年以降は、発注者に対して工期面で配慮を求める動きが活発になりそうです。  
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万博工事も難しいといわれはじめています。 


